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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年12月期の業績（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 
（１）経営成績                                                            （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年 12月期 7,862 △0.6 1,655 11.2 1,701 10.7 934 8.0
22年 12月期 7,908 3.7 1,488 4.0 1,536 5.9 865 6.8
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

23年 12月期 178  86  － 8.9 13.5 21.1
22年 12月期 165  27  － 8.7 12.8 18.8

（参考）持分法投資損益    23年12月期   －百万円  22年12月期   －百万円 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 12月期 12,867 10,760 83.6 2,059  76 
22年 12月期 12,250 10,193 83.2 1,951  23 

（参考）自己資本       23年12月期  10,760百万円  22年12月期  10,193百万円 
 
（３）キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

23年 12月期 1,679 △329 △312 6,350
22年 12月期 1,738 △227 △398 5,315
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 

純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

22年 12月期 － 0.00 － 60.00 60.00 313 36.3 3.2
23年 12月期 － 0.00 － 60.00 60.00 313 33.6 3.0

24年 12月期(予想) － 0.00 － 60.00 60.00    32.3 
 
３．平成24年12月期の業績予想（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

第２四半期(累計) 4,200 1.1 950 1.5 960 0.6 550 0.3 105  28 
通  期 8,200 4.3 1,720 3.9 1,740 2.3 970 3.8 185  68 



 
４．その他  
（１）重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 
② ①以外の変更 ：有・無 

 
 
（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年12月期 5,710,000株 22年12月期 5,710,000株

② 期末自己株式数 23年12月期 485,926株 22年12月期 485,870株

③ 期中平均株式数 23年12月期 5,224,126株 22年12月期 5,234,986株

 

 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基

づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定

の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業

績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧くだ

さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災からの回復は着々と進んでいますが、景気の先行きに不透明感があり、

経済環境は予断を許さない状況であります。なお、当社では東日本大震災直後に実施された計画停電等、電力事情の

逼迫する被災地域及び東京電力と東北電力管轄地域の医療機関・在宅人工呼吸器の患者さんへの直接の支援として厚

生労働省と相談の上で、停電対策として電力を使用しないデンマーク・アンブ社製の医療用足踏み式吸引器（商品

名：ツインポンプ）の無償レンタルと呼吸停止・困難時の呼吸補助に使用する蘇生バッグ（商品名：アンブバッグ

SPURⅡ成人用）の無償貸与をそれぞれ５００セットづつ実施しました。 

平成22年４月１日付で診療報酬が10年ぶりにネットプラス改定され、特に救急、産科、小児科、外科等の医療の再

建を重点課題として、入院診療報酬に重点的に配分されました。医療機器産業界は急性期病院の医療機器需要が拡大

するものと期待しておりましたが、その効果が大きくは出ておらず、一段と厳しい価格競争、サービス競争が展開さ

れております。 

このような状況の中で当社では、第４創業運動の10年間ビジョン（ＭＥＣ／１３ビジョン）である「最も信頼され

る治療機器サービスプラットフォームづくり」を目指し、（１）安全管理サービス（２）販売サービス（３）レンタ

ルサービス（４）メンテナンスサービス（５）教育サービスの５つの支援サービスの実践によって利益を成長させる

サービスプラットフォーム企業への変革を推進してまいりました。 

営業面におきましては、重点個客サービス基盤強化のため、平成23年２月に京都府立医科大学病院の側に８番目の

レンタルサービスショップを開設致しました。 

また、新商品として、①平成19年４月より国内独占販売代理店として販売をしている米国C.R.バード社（旧

Medivance社）製体温管理システムArcticSun2000の後継機種ArcticSun5000の発売を平成23年11月より開始いたしま

した。②平成23年12月に米国Vidacare社とEZ-IO電動骨髄ニードルシステムの国内独占販売代理店の契約を締結し販

売を開始いたしました。 

  

売上金額の少ないメーカー、粗利益率の低いメーカーとの代理店契約を解除してコアビジネスへの経営資源を集中

した結果、当事業年度の売上高は7,862百万円（前期比0.6％減）となりましたが、利益面においては、営業利益は

1,655百万円（前期比11.2％増）、経常利益は1,701百万円（前期比10.7％増）、当期純利益は934百万円（前期比

8.0％増）となりました。 

商品及びサービス別の業績 

① 生体機能補助・代行機器 

人工呼吸器および関連機器の売上が減少し売上高は1,435百万円（前期比12.8％減）でした。 

② 生体現象計測・生体情報モニタ 

脳機能モニタの売上が増加し売上高は492百万円（前期比15.8％増）でした。 

③ その他商品 

体温管理機器、高機能患者シミュレータの売上が増加し売上高は1,856百万円（前期比17.3％増）でした。 

④ 旧子会社等取扱商品 

設備関連機器の売上が減少し売上高は564百万円（前期比17.9％減）でした。 

⑤ レンタルサービス 

人工呼吸器のレンタルが減少し売上高は2,180百万円（前期比2.0％減）でした。 

⑥ メンテナンスサービス 

旧型商品のオーバーホールが減少し売上高は1,333百万円（前期比0.7％減）でした。 

  

（次期の見通し） 

 医療機器産業は益々厳しい価格競争とサービス競争への突入が予想されますが、レンタルサービス・メンテナンス

サービスを中心に病院ニーズにマッチしたサービス事業の売上伸長を重点施策として取り組み、売上高8,200百万円

（前期比4.3％増）、営業利益1,720百万円（前期比3.9％増）、経常利益1,740百万円（前期比2.3％増）、当期純利

益970百万円（前期比3.8％増）を見込んでおります。 

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末の資産につきましては、現金及び預金の増加（1,035百万円）、売上債権の減少（152百万円）、有価

証券の増加（296百万円）、工具器具及び備品の減少（194百万円）、投資有価証券の減少（250百万円）等により、

12,867百万円（前期比617百万円増）となりました。 

 負債につきましては、買掛金の減少（186百万円）、未払法人税等の増加（97百万円）、未払事業税の増加（20百

万円）、前受金の増加（42百万円）、退職給付引当金の増加（32百万円）等により、2,107百万円（前期比50百万円

増）となりました。 

１．経営成績
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 純資産につきましては、当期純利益の計上による増加（934百万円）、剰余金の配当による減少（313百万円）等に

より、10,760百万円（前期比566百万円増）となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高に比べ、1,035百万円増加し、

6,350百万円となりました。 

 また当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,679百万円となりました。この内訳は税引前当期純利益1,683百万円、減価償却費

454百万円、法人税等の支払額642百万円等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金329百万円となりました。この内訳は定期預金への預け入れによる支出600百万円、定

期預金の払戻による収入600百万円、有形固定資産の取得による支出199百万円、投資有価証券の取得による支出582

百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入459百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は312百万円になりました。この内訳は配当金の支払額312百万円等によるものであり

ます。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 健全な経営活動による１株当たりの当期純利益とキャッシュ・フローの増加に努め、配当性向30％以上の利益配分

を図ることを、当社の配当基本方針としております。 

 当期の配当金につきましては、１株当たり60円とすることを、平成24年３月27日開催予定の第38回定時株主総会へ

提案する予定であります。これによる配当性向は33.6%となります。 

 前事業年度の内部留保資金につきましては、今後一段と厳しくなると予想される経営環境に対処し、また将来の事

業展開に備えるための原資として有効に活用してまいります。 

(4）事業等のリスク 

 最近の有価証券報告書（平成23年３月28日提出）における「事業等のリスク」から、速やかに伝達すべき新たに顕

在化したリスクがないため開示を省略します。 

 当該有価証券報告書は次のURLからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

  http://www.imimed.co.jp/ir/financial.html 

（金融庁 EDINET） 

  http://info.edinet-fsa.go.jp/ 

当社は、医療機器の輸入・販売・レンタルサービス・メンテナンスサービスを主な業務内容としており、事業活動は

当社のみで展開しております。 

(1）会社の経営の基本方針 

(2）目標とする経営指標 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  

上記(1）(2）(3）につきましては、平成21年12月期決算短信（非連結）（平成22年２月15日開示）により開示を行っ

た内容から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

 http://www.imimed.co.jp/ir/financial.html 

 （大阪証券取引所ホームページ） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/disclosure?security_code=7503 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社は、医療機器産業の市場環境が大きく変化し続けている中で、より多くの利害関係者に満足され信頼され支援

されるサービスを提供しながら、５つの支援サービス連鎖提供の成果として、目標とする経営指標をクリアすること

の出来るサービスプラットフォーム企業づくりを目指して次の課題解決にチャレンジしてまいります。 

①安全管理サービス   ・薬事法を基準とした取扱医療機器の安全管理サービス 

２．企業集団の状況

３．経営方針
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・医療法を基準とした病院の医療機器安全管理と使用管理の支援サービス 

・品質保証と市販後安全管理サービス 

②商品サービス     ・新商品開発と迅速な普及サービス 

・トップシェアー商品群を中心とした集中戦略 

・更新戦略の仕組みづくり（購入段階→使用段階→更新段階のサービス改善） 

③レンタルサービス   ・公共財としての人工呼吸器レンタルサービスプラットフォーム構築を目指す 

・毎年サービス企画のイノベーションを図り市場開発スピードを促進 

・料金競争力を強め且つ高い利益率を伴ったレンタル安定成長推進 

④メンテナンスサービス ・メンテナンス業務拠点集約による業務効率の促進 

・急性期病院のＭＥ室業務支援サービスの企画と実行 

・原価削減等により料金競争力を強め且つ高い利益率を伴ったメンテ安定成長推進 

⑤教育サービス     ・高機能患者シミュレーターシステムを活用した医学安全教育の市場開発 

・外部機関と連携して高機能患者シミュレーター医学教育サービスの事業化を図る 

⑥組織能力開発     ・人財と組織能力開発 

・拠点競争力の強化  
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,315,179 6,350,745

受取手形 ※  395,016 ※  354,959

売掛金 1,332,070 1,219,914

有価証券 － 296,900

商品 784,100 724,701

仕掛品 6,843 2,130

貯蔵品 514 583

前渡金 21,670 10,762

前払費用 11,323 12,638

繰延税金資産 115,668 136,359

その他 6,226 9,485

貸倒引当金 △12,202 △11,000

流動資産合計 7,976,411 9,108,180

固定資産   

有形固定資産   

建物 926,862 931,276

減価償却累計額 △599,908 △619,256

建物（純額） 326,953 312,020

構築物 61,970 62,981

減価償却累計額 △56,378 △56,969

構築物（純額） 5,591 6,011

機械及び装置 5,235 5,072

減価償却累計額 △5,024 △4,918

機械及び装置（純額） 210 153

車両運搬具 7,673 7,673

減価償却累計額 △7,106 △7,306

車両運搬具（純額） 566 367

工具、器具及び備品 3,809,311 3,648,714

減価償却累計額 △3,147,906 △3,181,400

工具、器具及び備品（純額） 661,405 467,314

土地 755,672 755,672

有形固定資産合計 1,750,401 1,541,540

無形固定資産   

のれん 22,600  

ソフトウエア 142,920 104,371

その他 4,542 5,002

無形固定資産合計 170,063 109,373

投資その他の資産   

投資有価証券 1,465,807 1,215,301

出資金 220 220

長期前払費用 334 84

繰延税金資産 307,073 312,391

差入保証金 533,557 534,285
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

事業保険積立金 46,617 46,617

投資その他の資産合計 2,353,610 2,108,900

固定資産合計 4,274,074 3,759,813

資産合計 12,250,486 12,867,994

負債の部   

流動負債   

買掛金 541,179 354,419

未払金 146,462 163,451

未払費用 34,908 33,858

未払法人税等 327,444 445,434

未払消費税等 51,376 39,179

前受金 119,168 161,826

預り金 54,101 59,222

賞与引当金 171,800 206,979

役員賞与引当金 39,000 42,200

為替予約 10,489 2,490

流動負債合計 1,495,931 1,509,061

固定負債   

退職給付引当金 442,862 475,031

役員退職慰労引当金 118,203 123,584

固定負債合計 561,065 598,615

負債合計 2,056,996 2,107,677

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,111,500 1,111,500

資本剰余金   

資本準備金 1,166,224 1,166,224

その他資本剰余金 67,658 67,658

資本剰余金合計 1,233,883 1,233,883

利益剰余金   

利益準備金 164,868 164,868

その他利益剰余金   

別途積立金 7,523,960 8,073,960

繰越利益剰余金 928,207 999,130

利益剰余金合計 8,617,035 9,237,959

自己株式 △646,686 △646,775

株主資本合計 10,315,732 10,936,566

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △115,991 △174,764

繰延ヘッジ損益 △6,251 △1,484

評価・換算差額等合計 △122,243 △176,249

純資産合計 10,193,489 10,760,317

負債純資産合計 12,250,486 12,867,994
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

商品売上高 4,342,245 4,349,418

レンタル売上高 2,223,627 2,180,121

メンテナンスサービス売上高 1,342,581 1,333,058

売上高合計 7,908,453 7,862,599

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 1,050,339 784,100

当期商品仕入高 2,988,073 2,972,442

他勘定受入高 ※1  20,400 ※1  27,832

合計 4,058,814 3,784,375

商品期末たな卸高 784,100 724,701

他勘定振替高 ※2  830,833 ※2  708,627

商品売上原価 2,443,879 2,351,046

レンタル売上原価   

当期レンタル原価 1,080,757 890,048

レンタル売上原価 1,080,757 890,048

メンテナンスサービス売上原価   

当期メンテナンスサービス原価 615,049 696,293

メンテナンスサービス売上原価 615,049 696,293

売上原価合計 4,139,686 3,937,388

売上総利益 3,768,766 3,925,210

販売費及び一般管理費 ※3  2,279,859 ※3  2,270,031

営業利益 1,488,907 1,655,179

営業外収益   

受取利息 2,146 5,839

有価証券利息 21,865 19,667

受取配当金 4,549 4,549

仕入割引 2,396 2,273

為替差益 12,532 766

匿名組合投資利益 － 14,272

その他 11,845 6,489

営業外収益合計 55,336 53,858

営業外費用   

売上割引 7,008 7,711

支払手数料 647 －

営業外費用合計 7,655 7,711

経常利益 1,536,587 1,701,326

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1,202

特別利益合計 － 1,202

特別損失   

固定資産廃棄損 ※4  22,999 ※4  19,161

特別損失合計 22,999 19,161

税引前当期純利益 1,513,588 1,683,367

法人税、住民税及び事業税 647,655 760,231

法人税等調整額 761 △11,236

法人税等合計 648,417 748,995

当期純利益 865,170 934,371
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（メンテナンスサービス原価明細書） 

（脚注） 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費 ※２  462,893  38.0  418,040  34.6

Ⅱ 労務費    530,897  43.6  541,001  44.7

Ⅲ 経費 ※3,4  224,324  18.4  250,657  20.7

当期総メンテナンス費用    1,218,115  100.0  1,209,699  100.0

期首仕掛品たな卸高    10,392    6,843   

期末仕掛品たな卸高    6,843    2,130   

他勘定振替高 ※５  606,614    518,119   

当期メンテナンスサー
ビス原価 

   615,049    696,293   

            

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 同    左 

※２．材料費に含まれる他勘定受入高の明細 ※２．材料費に含まれる他勘定受入高の明細 

商品売上原価 462,893千円 商品売上原価 418,040千円

※３．経費の主な内訳 ※３．経費の主な内訳 

外注加工費 94,096千円

減価償却費 9,888千円

交通費 17,839千円

車両経費 67,936千円

家賃 7,544千円

外注加工費 95,964千円

減価償却費 9,148千円

交通費 20,994千円

車両経費 76,349千円

修繕費 16,125千円

※４．経費には、総メンテナンス費用から振替した修繕費

千円が含まれております。 1,139

※４．経費には、総メンテナンス費用から振替した修繕費

千円が含まれております。 14,085

※５．他勘定振替高の内訳 ※５．他勘定振替高の内訳 

メンテナンスサービス売上原

価経費（修繕費）へ振替 

1,139千円

レンタル売上原価へ 593,080千円

商品売上原価へ 12,395千円

合計 606,614千円

メンテナンスサービス売上原

価経費（修繕費）へ振替 

14,085千円

レンタル売上原価へ 477,775千円

商品売上原価へ 26,258千円

合計 518,119千円
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（レンタル売上原価明細書） 

（脚注） 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

減価償却費    425,380  39.4  335,752  37.7

他勘定受入高 ※１  639,338  59.1  540,837  60.8

その他    16,037  1.5  13,458  1.5

合計    1,080,757  100.0  890,048  100.0

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 他勘定受入高の内訳 ※１ 他勘定受入高の内訳 

商品売上原価より 46,258千円

メンテナンスサービス売上原価より 593,080千円

合計 639,338千円

商品売上原価より 63,062千円

メンテナンスサービス売上原価より 477,775千円

合計 540,837千円
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,111,500 1,111,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,111,500 1,111,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,166,224 1,166,224

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,166,224 1,166,224

その他資本剰余金   

前期末残高 67,658 67,658

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 67,658 67,658

資本剰余金合計   

前期末残高 1,233,883 1,233,883

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,233,883 1,233,883

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 164,868 164,868

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 164,868 164,868

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 7,023,960 7,523,960

当期変動額   

別途積立金の積立 500,000 550,000

当期変動額合計 500,000 550,000

当期末残高 7,523,960 8,073,960

繰越利益剰余金   

前期末残高 879,774 928,207

当期変動額   

別途積立金の積立 △500,000 △550,000

剰余金の配当 △316,737 △313,447

当期純利益 865,170 934,371

当期変動額合計 48,433 70,923

当期末残高 928,207 999,130

利益剰余金合計   

前期末残高 8,068,602 8,617,035

当期変動額   

剰余金の配当 △316,737 △313,447

当期純利益 865,170 934,371

当期変動額合計 548,433 620,923

当期末残高 8,617,035 9,237,959
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

自己株式   

前期末残高 △565,237 △646,686

当期変動額   

自己株式の取得 △81,448 △89

当期変動額合計 △81,448 △89

当期末残高 △646,686 △646,775

株主資本合計   

前期末残高 9,848,748 10,315,732

当期変動額   

剰余金の配当 △316,737 △313,447

当期純利益 865,170 934,371

自己株式の取得 △81,448 △89

当期変動額合計 466,984 620,834

当期末残高 10,315,732 10,936,566

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △96,779 △115,991

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19,211 △58,773

当期変動額合計 △19,211 △58,773

当期末残高 △115,991 △174,764

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 2,688 △6,251

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,940 4,767

当期変動額合計 △8,940 4,767

当期末残高 △6,251 △1,484

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △94,091 △122,243

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △28,151 △54,006

当期変動額合計 △28,151 △54,006

当期末残高 △122,243 △176,249

純資産合計   

前期末残高 9,754,657 10,193,489

当期変動額   

剰余金の配当 △316,737 △313,447

当期純利益 865,170 934,371

自己株式の取得 △81,448 △89

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △28,151 △54,006

当期変動額合計 438,832 566,827

当期末残高 10,193,489 10,760,317
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,513,588 1,683,367

減価償却費 569,579 454,908

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,278 △1,202

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,700 35,179

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,500 3,200

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44,739 32,169

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,528 5,380

受取利息及び受取配当金 △28,561 △30,055

為替差損益（△は益） － 1,230

匿名組合投資損益（△は益） － △14,272

固定資産廃棄損 22,999 19,161

売上債権の増減額（△は増加） 2,702 152,212

たな卸資産の増減額（△は増加） 271,856 65,617

仕入債務の増減額（△は減少） 85,849 △186,759

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,024 △12,196

その他 △1,977 69,611

小計 2,441,801 2,277,549

利息及び配当金の受取額 28,999 30,103

匿名組合損益分配金の受取額 － 14,272

法人税等の支払額 △731,812 △642,568

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,738,988 1,679,357

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △600,000

定期預金の払戻による収入 － 600,000

有価証券の売却及び償還による収入 200,000 －

有形固定資産の取得による支出 △311,932 △199,869

無形固定資産の取得による支出 △13,716 △6,340

投資有価証券の取得による支出 △147,371 △582,698

投資有価証券の売却及び償還による収入 47,368 459,528

差入保証金の差入による支出 △3,602 △2,287

その他 1,946 1,808

投資活動によるキャッシュ・フロー △227,306 △329,858

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △81,448 △89

配当金の支払額 △316,698 △312,613

財務活動によるキャッシュ・フロー △398,146 △312,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △1,230

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,113,535 1,035,566

現金及び現金同等物の期首残高 4,201,643 5,315,179

現金及び現金同等物の期末残高 ※  5,315,179 ※  6,350,745
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 該当事項はありません。  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項  目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券……原価法 満期保有目的の債券……同  左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法 

  (評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）  

その他有価証券 

時価のあるもの 

……   同    左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……   同    左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法によっております。 同    左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 …………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）  

仕掛品…………個別法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法

により算定）  

貯蔵品…………最終仕入原価法 

商品 …………同    左 

  

  

  

仕掛品…………同    左 

  

  

  

貯蔵品…………同    左 
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項  目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

……定率法によっております。ただし、

平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

有形固定資産（リース資産を除く） 

……   同    左 

  建物 13年～50年

構築物 10年～15年

機械及び装置 12年

車両運搬具 4年～6年

工具、器具及び備品 4年～6年

  

  無形固定資産（リース資産を除く） 

……定額法を採用しております。なお自

社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

 また、のれんは５年間均等償却を

行っております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

……   同    左 

  リース資産 

……所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

   なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

リース資産 

……   同    左 

  長期前払費用 

……均等償却によっております。 

長期前払費用 

……   同    左 
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項  目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同    左 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

……債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見積額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

……   同    左 

  賞与引当金 

……従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

賞与引当金 

……   同    左 

  役員賞与引当金 

……役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

役員賞与引当金 

……   同    左 

  退職給付引当金 

……従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付引当金 

……従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

  （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成22年８月に適格退職年金制度の

全部について確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額はありません。 

  

  役員退職慰労引当金 

……役員退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 

……   同    左 
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項  目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 

……繰延ヘッジ処理によっております。

（１）ヘッジ会計の方法 

……   同    左 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建債務の為替相場の変

動 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…   同  左 

ヘッジ対象…   同  左 

  （３）ヘッジ方針 

……外貨建取引に係る為替相場の変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引

を利用しております。 

（３）ヘッジ方針 

……   同    左 

  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

……為替予約取引に関しては、ヘッジ手

段とヘッジ対象における通貨、期日

等の重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ期間を通じて変動相場または

キャッシュ・フロー変動を相殺して

いると想定することができるため、

ヘッジの有効性評価は省略しており

ます。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

……   同    左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同    左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。 

（１）消費税等の会計処理 

同    左 
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（７）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

         ───────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

（８）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年12月31日） 

当事業年度 
（平成23年12月31日） 

※ 期末日満期手形の会計処理について ※ 期末日満期手形の会計処理について 

当期末日は金融機関休業日でありましたが、期末日満

期手形については、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日満期手形は、次のとおり

であります。 

当期末日は金融機関休業日でありましたが、期末日満

期手形については、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日満期手形は、次のとおり

であります。 

受取手形 138,348千円 受取手形 156,036千円
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 

区分 メンテナンス 
原価 固定資産より 販売費及び一

般管理費より
合計

商品売上原価 

（千円） 
 12,395  2,055 5,950 20,400

※１ 他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 

区分
メンテナンス

原価 固定資産より 販売費及び一
般管理費より

合計

商品売上原価

（千円） 
26,258  1,573 － 27,832

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

区分 商品売上原価より 

固定資産（千円） 274,593

レンタル売上原価（千円） 46,258

当期メンテナンスサービス原価 

（材料費）（千円） 
462,893

当期メンテナンスサービス原価 

（労務費・経費） 

（千円） 

52

販売費及び一般管理費 

（千円） 
47,035

合計（千円） 830,833

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

区分 商品売上原価より 

固定資産（千円） 185,267

レンタル売上原価（千円） 63,062

当期メンテナンスサービス原価 

（材料費）（千円） 
418,040

当期メンテナンスサービス原価 

（労務費・経費） 

（千円） 

174

販売費及び一般管理費 

（千円） 
42,083

合計（千円） 708,627

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

車両経費 101,931千円

給料手当 672,027千円

賞与 149,761千円

貸倒引当金繰入額 68千円

役員賞与引当金繰入額 39,000千円

賞与引当金繰入額 120,432千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,528千円

退職給付費用 51,006千円

減価償却費 134,310千円

法定福利費 132,171千円

車両経費 114,748千円

給料手当 685,213千円

賞与 150,369千円

役員賞与引当金繰入額 42,200千円

賞与引当金繰入額 145,831千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,380千円

退職給付費用 36,954千円

減価償却費 110,007千円

法定福利費 145,337千円

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は、概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は、概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 60.9％

一般管理費に属する費用 39.1％

販売費に属する費用 61.6％

一般管理費に属する費用 38.4％

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

建物 96千円

機械及び装置 15千円

車両運搬具 83千円

工具、器具及び備品 10,456千円

ソフトウエア 12,347千円

構築物 4千円

機械及び装置 3千円

工具、器具及び備品 19,153千円
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前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は以下のとおりであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,710,000  －  －  5,710,000

合計  5,710,000  －  －  5,710,000

自己株式         

普通株式      （注）  431,040  54,830  －  485,870

合計  431,040  54,830  －  485,870

取締役会決議による取得 54,700株 

単元未満株式の買取り 130株 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  316,737  60 平成21年12月31日 平成22年３月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月25日 

定時株主総会 
普通株式  313,447 利益剰余金  60 平成22年12月31日 平成23年３月28日 
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当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は以下のとおりであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,710,000  －  －  5,710,000

合計  5,710,000  －  －  5,710,000

自己株式         

普通株式      （注）  485,870  56  －  485,926

合計  485,870  56  －  485,926

単元未満株式の買取り 株 56

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月25日 

定時株主総会 
普通株式  313,447  60 平成22年12月31日 平成23年３月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年３月27日 

定時株主総会 
普通株式  313,444 利益剰余金  60 平成23年12月31日 平成24年３月28日 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） （平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 5,315,179千円

現金及び現金同等物 5,315,179千円

現金及び預金勘定 6,350,745千円

現金及び現金同等物 6,350,745千円

アイ・エム・アイ株式会社（７５０３）平成23年12月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

- 20 -



当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

当社の事業は、医用電子機器関連事業の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載を

省略しております。 

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。 

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。  

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

当社は、当事業年度においてのれんの償却額22,600千円を計上しておりますが、単一セグメントである

ため、記載を省略しております。  

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。   

（追加情報）  

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成 

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 

20号 平成20年３月21日)を適用しております。    

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

 区分 販売高（百万円） 

 生体機能補助・代行機器  1,435 

 生体現象計測・生体情報モニタ  492 

 その他商品  1,856 

 旧子会社等取扱商品  564 

 レンタルサービス  2,180 

 メンテナンスサービス  1,333 

 合計  7,862 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  該当事項はありません。 

  

 当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

  該当事項はありません。 

  

上記以外の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略し

ております。 

（１）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

 ② その他の役員の異動 

  該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項  目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 1,951 23 円 銭 2,059 76

１株当たり当期純利益 円 銭 165 27 円 銭 178 86

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

付社債等潜在株式がないため、記載

しておりません。 

同   左 

項  目 
前事業年度 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  865,170  934,371

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  865,170  934,371

期中平均株式数（株）  5,234,986  5,224,126

（重要な後発事象）

（開示の省略）

５．その他
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